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資 料 ２

平成２３年７月２０日

船員派遣事業の実施状況について

平成１７年４月から導入された船員派遣事業については、本日現在で２１９事業者に
ついて許可を行ったところであるが、これらの事業者については、許可後３ヶ月経過を
目途に、許可申請事項及び船員派遣事業の実施状況等を確認するため事業場監査を実施
しており、今般、許可事業者のうち１１事業者（新規及び基本監査後、船員派遣事業を
実施した事業者を対象）について、事業場監査を関係地方運輸局等において実施した。

また、平成２０年６月より船員派遣事業許可の更新が行われており、本日現在で１４
１事業者の許可の更新を行っているところであるが、これらの事業者に対しては、許可
の有効期間（５年）内に最低１回の事業場監査を実施することとしており、今般、許可
を更新した事業者のうち２０事業者についても、事業場監査を関係地方運輸局等におい
て実施した。

監査を行った３１事業者（新規等１１事業者及び更新２０事業者）のうち、船員派遣
を実施していた事業者は２５事業者であるが、このうち１２事業者において、派遣先か
ら派遣船員ごとの派遣就業をした日等が毎月１回以上通知されていなかったなど延べ２
１件の不備事項が発見されたので、所要の指導を行い是正を図ったところである。

船員労働安全衛生規則に基づく安全衛生教育等の教育訓練については、派遣船員に必
要な安全講習を受講させる等、適切な教育訓練を実施するよう指導を行ったところであ
る。

Ⅰ．監査実施期間：平成２２年８月１日～平成２３年３月３１日

Ⅱ．監査実施事業者：３１事業者

Ⅲ．監査実施機関：地方運輸局等（５局）

Ⅳ．監査結果

１．監査実施（対象）事業者の概要

（１）船員派遣事業以外に兼業している事業

〔事業者数（延べ）〕
イ．外 航 海 運 業： ２
ロ．内 航 海 運 業： １７
ハ．船 舶 管 理 業： ４
ニ．兼 業 な し： ５
ホ．そ の 他： ６

（２）船員派遣の実施状況

〔事業者数〕
イ．船員派遣実施事業者：２５
ロ．船員派遣未実施事業者： ６
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（３）派遣船員等の状況

イ．派遣船員を含む雇用船員：１，１２７人
① 派遣船員：２００人
② 派遣船員以外の雇用船員：９２７人

・ 常用雇用：９２５人
・ 期間雇用： ２人

ロ．監査時に乗船中の派遣船員：９５人
ハ．監査時までに派遣した派遣船員：延べ４８３人
ニ．監査時までに派遣した船舶：実数９４隻

【内航：７９隻 外航：１５隻】
ホ．監査時までに派遣した船舶：延べ９４隻
ヘ．船員派遣を行った派遣先：８８事業者

【国内企業：７８事業者 海外企業：１０事業者】

２．船員職業安定法に基づく是正指導の状況

（１）是正指導を行い、是正が図られた事業者：１２事業者

（２）不備事項の内容

イ．船員派遣契約関係 （是正指導：８事業者 ８件）
ロ．派遣船員であることの明示等関係 （是正指導：２事業者 ２件）
ハ．派遣船員への就業条件等の明示等関係（是正指導：４事業者 ４件）
二．派遣先への派遣船員に関する通知関係（是正指導：１事業者 １件）
ホ．派遣元管理台帳関係 （是正指導：６事業者 ６件）

３．船員労働安全衛生規則に基づく教育訓練等の実施状況

イ．許可日以降に派遣船員に対する教育訓練を実施（２５事業者）
ロ．教育訓練を実施したが問題有り （指導：９事業者）
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（参 考）

１．船員派遣事業等フォローアップ会議の概要

本会議は、船員派遣事業制度の導入に当たり、「船員派遣制度及び職業紹介制度に

ついては、施行の状況を勘案して、必要に応じて検討を加え、その結果に基づいて必

要な措置を講ずることが適当であり、そのため官労使によるフォローアップの場を設

ける。」とされたことを受け、平成１７年７月に設置されたものである。
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座長：野 川 忍 明治大学法科大学院教授

小 塚 荘一郎 学習院大学教授
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（国土交通省）

石 澤 龍 彦 海事局海事人材政策課長

山 本 博 之 海事局運航労務課長
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